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45-1 SA設備基準適合性一覧表 



45-1-1 

東海第二発電所 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

第45条:原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時

に発電用原子炉を冷却するための設備 
常設高圧代替注水系ポンプ 類型化区分 

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力／屋

外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 (海水を通水しない) 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第
2
号

操作性 
中央制御室操作 

現場操作（弁操作） 
Ａ,Ｂｆ 

関連資料 45-3 配置図 

第
3
号

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ,Ｂ 

関連資料 45-5 試験及び検査 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため，切替が

必要 
Ａ 

関連資料 45-4 系統図 

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他(飛散物) 
十分な強度をもたせ,タービンが破損により飛散し

ない 
Ｂａ,Ｂｂ 

関連資料 45-3 配置図,45-4 系統図,45-7 その他設備 

第
6
号

設置場所 
現場操作（設置場所） 

中央制御室操作 
Ａａ,Ｂ 

関連資料 － 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 
重大事故等への対処を本来の目的として設置するも

の 
Ａ 

関連資料 45-6 容量設定根拠 

第
2
号

共用の禁止 (共用しない設備) 対象外 

関連資料 － 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 45-4 系統図,45-7 その他設備 



45-1-2 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（常設）

第 45 条:原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電

用原子炉を冷却するための設備 
ほう酸水注入系ポンプ 類型化区分 

第
４
３
条

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度･湿度･圧力／屋外の天

候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 (海水を通水しない) 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 45-3 配置図 

第
２
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 45-3 配置図，45-4 系統図 

第
３
号

試験･検査 

(検査性，系統構成･外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 45-5 試験及び検査 

第
４
号

切り替え性 当該設備の使用に当たり系統の切り替えが必要 Ｂａ 

関連資料 45-4 系統図 

第
５
号

悪
影
響
防
止

系統設計 DB 施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 45-3 配置図，45-4 系統図 

第
６
号

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 45-3 配置図 

第
２
項

第
１
号

常用 SA の容量 
DB 施設の系統及び機器の容量が十分 

(DB 施設と同仕様の送水能力で設計) 
Ｂ 

関連資料 45-6 容量設定根拠 

第
２
号

共用の禁止 (共用しない設備) 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件,自然現象,外部人為事

象,溢水,火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 45-3 配置図，45-4 系統図



45-1-3 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（常設）

第 45 条:原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電

用原子炉を冷却するための設備 
ほう酸水注入系貯蔵タンク 類型化区分 

第
４
３
条

第
１
項

第
１
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度･湿度･圧力／屋外の天

候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 (海水を通水しない) 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 45-3 配置図 

第
２
号

操作性 (操作不要) 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

試験･検査 

(検査性，系統構成･外部入力) 
容器(タンク類) Ｃ 

関連資料 45-5 試験及び検査 

第
４
号

切り替え性 当該設備の使用に当たり系統の切り替えが必要 Ｂａ 

関連資料 45-4 系統図 

第
５
号

悪
影
響
防
止

系統設計 DB 施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 45-3 配置図，45-4 系統図 

第
６
号

設置場所 (操作不要) 対象外 

関連資料 － 

第
２
項

第
１
号

常用 SA の容量 
DB 施設の系統及び機器の容量が十分 

(DB 施設と同仕様の送水能力で設計) 
Ｂ 

関連資料 45-6 容量設定根拠 

第
２
号

共用の禁止 (共用しない設備) 対象外 

関連資料 － 

第
３
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件,自然現象,外部人為事

象,溢水,火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系故障 (サポート系なし) 対象外 

関連資料 45-3 配置図，45-4 系統図



45-1-4 

東海第二発電所 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

第45条:原子炉冷却材圧力バウンダ高圧時に

発電用原子炉を冷却するための設備 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 

（設計基準拡張） 
類型化区分 

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力／屋

外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 (海水を通水しない) 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第
2
号

操作性 
中央制御室操作 

現場操作（弁操作） 
Ａ,Ｂｆ 

関連資料 － 

第
3
号

試験・検査(検査性，系統構成・

外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ,Ｂ 

関連資料 － 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため,切替操

作が必要 
Ａ 

関連資料 － 

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 
十分な強度をもたせ,タービンが破損により飛散し

ない 
Ｂａ,Ｂｂ 

関連資料 － 

第
6
号

設置場所 
現場操作（設置場所） 

中央制御室操作 
Ａａ,Ｂ 

関連資料 － 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第
2
号

共用の禁止 (共用しない設備) 対象外 

関連資料 － 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 
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東海第二発電所 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

第45条:原子炉冷却材圧力バウンダ高圧時に

発電用原子炉を冷却するための設備 

高圧炉心スプレイ系ポンプ 

（設計基準拡張設備） 
類型化区分 

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力／屋

外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 (海水を通水しない) 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） － 

関連資料 － 

第
2
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第
3
号

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ,Ｂ 

関連資料 － 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため,切替操

作が必要 
Ａ 

関連資料 － 

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 ＤＢ施設と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
6
号

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 － 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第
2
号

共用の禁止 (共用しない設備) 対象外 

関連資料 － 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，外部

人為事象，溢水，火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 － 



45-2 単線結線図 
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第 45-2-1 図 単線結線図（1／3） 



45-2-2 

第 45-2-2 図 単線結線図（2／3）  
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第 45-2-3 図 単線結線図（直流）（3／3） 



45-3 配置図 
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第 45-3-1 図 高圧代替注水系に関わる機器の配置を明示した図面（原子炉建屋地下 2 階） 
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第 45-3-2 図 高圧代替注水系に関わる機器の配置を明示した図面（原子炉建屋地下 1 階） 



4
5
-
3
-
3
 

第 45-3-3 図 高圧代替注水系に関わる機器の配置を明示した図面（原子炉建屋 4 階） 



45-4 系統図 
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第 45-4-1 図 高圧代替注水系 系統概要 
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45-5 試験及び検査 
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第 45-5-1 図 高圧代替注水系 運転性能検査系統図 
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第 45-5-2 図 常設高圧代替注水系ポンプ構造 

ケーシングカバーを取り外すことで 

分解可能 
タービンカバーを取り外すことで 

分解可能 



45-6 容量設定根拠 



45-6-1 

名    称 常設高圧代替注水系ポンプ 

容    量 m３／h 136 以上（注 1），（約 136（注 2））

全 揚 程 m 872 以上（注 1），（約 882（注 2））

最高使用圧力 MPa[gage] 吸込み側 0.70 

吐出側 10.35 

最高使用温度 ℃ 117 

機器仕様に関する注記 注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設定根拠】 

常設高圧代替注水系ポンプは，全交流電源喪失に加え，原子炉隔離時冷

却系が機能喪失した場合においても，炉心の著しい損傷を防止するため，

原子炉への注水を行うため設置する。 

高圧代替注水系は全交流電源喪失した場合でも，高圧注水が必要な期間

にわたって，運転を継続する機能を有する。 

常設高圧代替注水系ポンプは，重大事故等対処設備として１台設置す

る。 

１．容量 

常設高圧代替注水系ポンプの容量は，原子炉隔離時冷却系の運転時に，

原子炉への注水に必要な容量をもとに，原子炉停止15分後に注水を確立し

た場合に炉心損傷を防止するために必要な流量136m３／h以上とし，公称

値を約136m３／hとする。 
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２．全揚程 

常設高圧代替注水系ポンプは，原子炉圧力が7.86MPaのときに原子炉圧

力容器に136m３／hの注水が可能な設計とする。 

① 原子炉とサプレッション・プールの圧力差：801m 

    7.86MPa[gage]×101.97-0.005MPa[gage]×101.97 

＝801.48m-0.51m＝800.97m≒801m 

  ② 静水頭：45.8m 

       ポンプ吸込みレベル E.L.-2.639m ～ 原子炉への注水ライン最高点

E.L.+ 43.1806m 

       43.1806m-(-2.639m)＝45.8196m≒45.9m 

  ③ 配管・機器圧力損失：24.5m 

    ④ ①～③の合計：871.3≒872m 

以上より，常設高圧代替注水系ポンプの揚程を872m以上確保することと

し，公称値を約882mとする。 

３．最高使用圧力 

(1)ポンプ吸込側 

ポンプ吸込側の最高使用圧力は，接続する高圧炉心スプレイポンプ吸込

管の最高使用圧力に合わせ，0.70MPa[gage]とする。 

(2)ポンプ吐出側 

常設高圧代替注水系ポンプの吐出側の最高使用圧力は，以下を考慮す

る。 

② サプレッション・プール：0.100MPa[gage] 

②静水頭：5.714m×0.00980665＝0.056MPa[gage] 
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  5.714m：サプレッション・プール HWL E.L.3.075m～常設高圧代替注水系

ポンプ吸込みレベル E.L.-2.639m 

③ 締切揚程：1,036m×0.00980665＝10.159MPa[gage]≒10.16MPa[gage] 

     1,036m：常設高圧代替注水系ポンプの締切揚程 

④ ①～③の合計：10.316MPa[gage] 

以上より，常設高圧代替注水ポンプの吐出側の最高使用圧力は，原子炉隔

離時冷却系ポンプ吐出側配管に合わせ10.35MPa[gage]とする。 

４．最高使用温度 

常設高圧代替注水系ポンプは，サプレッション・プール水温度100℃で

停止することを考慮し，117℃とする。 



45-7 その他の原子炉冷却時圧力バウンダリ高圧時に 

発電用原子炉を冷却するための設備について 
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設備概要（自主対策設備を含む。） 

 以下に，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するため

の設計基準事故対処設備並びにその機能を代替可能な重大事故等対処設備，及

び自主対策設備の設備概要を示す。 

(1) 高圧代替注水系【重大事故等対処設備】 

高圧代替注水系の系統概要を第 45-4-1 図，単線結線図を第 45-2-1 図に示

す。高圧代替注水系は，設計基準事故対処設備である原子炉隔離時冷却系及

び高圧炉心スプレイ系が機能喪失した場合でも，高圧状態の原子炉に注水で

きる設計とする。高圧代替注水系は，蒸気駆動タービン，タービン駆動ポン

プ，配管・弁類及び計測制御装置からなり，タービン駆動用蒸気供給ライン

は，原子炉隔離時冷却系のタービン駆動用蒸気供給ラインから分岐し，排気

ラインは，原子炉隔離時冷却系のタービン駆動用蒸気排気ラインに合流する

設計とする。 

ポンプ吸込みラインは，高圧炉心スプレイ系ポンプの吸込みラインから分

岐し，ポンプ吐出ラインは原子炉隔離時冷却系ポンプ吐出ラインへ合流する

設計とする。 

  また，高圧代替注水系は原子炉隔離時冷却系と位置的分散を考慮し，異な

った区画にポンプ，電源を設置する。 

 全交流動力電源が喪失し，設計基準事故対処設備である所内常設直流電源が

喪失した場合でも，常設代替直流電源設備からの給電により中央制御室から

遠隔手動操作によって，サプレッション・プール又は復水貯蔵タンクを水源

として，原子炉隔離時冷却系を経由して原子炉へ注水する。仮に，常設代替
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直流電源設備が機能しない場合でも，現場での手動操作により，高圧注水が

必要な期間にわたって運転を継続できる設計とする。 

  なお，電源設備については，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条

に対する設計方針を示す章）」，現場手動操作については，「実用発電用原

子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措

置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況につい

ての 1.2 に示す。 

  常設高圧代替注水系ポンプの概略構造を第 45-7-1 図に示す。常設高圧代替

注水系ポンプはタービン及びポンプが１つのケーシングに収まる一体型ケー

シング構造であり，軸封部の無い設計である。よって，原子炉隔離時冷却系

と比較しグランドシール装置が不要となり，必要電源容量が少ない。また，

常設高圧代替注水系ポンプは機械式ガバナであり，ポンプ吐出のベンチュリ

の圧力差により圧力ガバナピストンが作動し，リンク機構を通じて蒸気加減

弁を調整し，ポンプから吐出する流量を一定に制御する設計となっており，

電源を必要としないガバナである。また，軸受は自給水により潤滑する方式

であるため，潤滑油装置も不要な設計となっている。以上のことから，常設

高圧代替注水系ポンプは系統の弁操作のみで起動停止が可能であり，起動時

に高圧代替注水系注入弁を開操作した後は，高圧代替注水系蒸気供給弁の開

閉操作でポンプの起動停止操作が可能な設計とする。 
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第 45-7-1 図 常設高圧代替注水系ポンプ 構造概要 
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＜常設高圧代替注水系ポンプの動翼構造について＞ 

 常設高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンは，単段式のタービンであり，タ

ービン翼は一体鍛造品の円盤から放電加工により翼型を削り出す方法で製造さ

れているものを適用することで，タービンが破損により飛散することがない設

計とする。第 45-7-2 図にタービン構造を示す。 

第 45-7-2 図 常設高圧代替注水系ポンプ駆動用タービンの構造 
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(2) 原子炉隔離時冷却系【重大事故等対処設備（設計基準拡張）】 

 原子炉隔離時冷却系の設備概要を第 45-7-3 図に示す。原子炉隔離時冷却系

は，原子炉停止後，何らかの原因で給水が停止した場合等に，原子炉蒸気の一

部を用いてタービン駆動ポンプを作動させサプレッション・プールの水又は復

水貯蔵タンクの水を原子炉に注水する施設であり，設計基準事故対処設備とし

て既に設置済みの設備であるが，想定される重大事故等時においてその機能を

考慮するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。蒸気駆動

タービン，タービン駆動ポンプ，配管・弁類及び計測制御装置からなり，主蒸

気ラインからの主蒸気を用いて蒸気駆動タービンを回し，これを駆動源とした

ポンプにより，サプレッション・プールの水又は復水貯蔵タンクの水を原子炉

圧力容器へ注水する。 

第 45-7-3 図 原子炉隔離時冷却系設備概要 
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(3) 高圧炉心スプレイ系【重大事故等対処設備（設計基準拡張）】 

 高圧炉心スプレイ系の設備概要を第 45-7-4 図に示す。高圧炉心スプレイ系

は，非常用炉心冷却設備の１つであり，設計基準事故対処設備として既に設置

済みの設備であるが，想定される重大事故時等においてその機能を考慮するた

め，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。電動機駆動ポンプ 1

台，スパージャ，配管・弁及び計測制御装置からなり，サプレッション・プー

ルの水又は復水貯蔵タンクの水を炉心上部に取付けられたスパージャのノズル

から燃料集合体上に注水する。 

第 45-7-4 図 高圧炉心スプレイ系設備概要 
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(4) ほう酸水注入系による進展抑制【技術的能力審査基準要求】 

 ほう酸水注水系による原子炉注水時の設備概要を第 45-7-5 図に示す。ほう

酸水注入系による原子炉注水は，高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離時冷却系及

び高圧代替注水系による原子炉水位維持ができない場合，ほう酸水貯蔵タンク

を水源とし，炉心底部から原子炉へ水を注入し，事象の進展を抑制する。ポン

プ吐出圧力は約 8.5MPa[gage]であるため，原子炉冷却材圧力バウンダリが高

圧の状態であっても，原子炉への注水が可能である。 

第 45-7-5 図 ほう酸水注入系ポンプ設備概要（原子炉注水時） 
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(5) 制御棒駆動水系による原子炉注水【技術的能力審査基準要求】 

 制御棒駆動水系による原子炉注水時の設備概要を第 45-7-6 図に示す。制御

棒駆動水系は通常，復水タンクの水を駆動水ポンプにより加圧し，水圧制御ユ

ニットのアキュムレータ充てん水及び制御棒駆動機構のパージ水として供給す

る。通常運転時のポンプ吐出圧力が約 8.1MPa[gage]であるため，原子炉冷却

材圧力バウンダリが高圧の状態であっても，原子炉への注水が可能である。 

 重大事故等発生時に使用可能である場合は，復水貯蔵タンクの水を制御棒駆

動機構の冷却水ラインを通じて原子炉へ注水する。 

第 45-7-6 図 制御棒駆動系ポンプ設備概要（原子炉注水時）  

＊1 

＊1 
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ＦＣＶ ＰＣＶ

駆動水ポンプ（Ａ）

駆動水ポンプ（Ｂ）

復水貯蔵タンク（Ａ）

復水貯蔵タンク（Ｂ）

ポンプ入口
フィルター

制御棒駆動水加熱器

駆動水フィルター



45-7-9 

(6) 原子炉隔離時冷却系の復旧手段の整備【技術的能力審査基準要求】 

 全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必要な

直流電源を所内常設直流電源設備により給電している場合は，所内常設直流電

源設備の蓄電池が枯渇する前に常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源

設備により充電器を充電し，原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源

を確保する手段を整備する。 

第 45-7-7 図 可搬型代替交流電源設備による充電器の充電 



45-8 原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁（HO弁）に関する説明書 



45-8-1 

原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁の動作原理 

原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁廻り制御油系の設備概要を第45-8-1図に示

す。 

原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁は，制御装置からの開度指令信号を受けて，

油圧制御により開度調整され，原子炉圧力，タービン入口蒸気圧力に関わりな

く，ポンプ流量が所定の流量となるようにタービン回転数を制御する役割を担

う。 

蒸気加減弁廻り制御油系の系統概要を下図に示す。蒸気加減弁の弁棒がレバ

ーリンク機構を介して，油圧式アクチュエータに接続されており，開度指令信

号が電油変換器を介して油圧式アクチュエータを動作させることで，蒸気加減

弁を開閉動作させる。 

第 45-8-1 図 原子炉隔離時冷却系蒸気加減弁廻り制御油系設備概要 

サプレッション・プール又は

復水貯蔵タンク 



45-8-2 

蒸気加減弁の電源喪失時の挙動 

油圧式アクチュエータの作動油は，タービン軸直結の主油ポンプから供給さ

れるため，電源喪失した場合においても油圧が喪失することはない。なお，タ

ービンが回転しておらず，油圧がかかっていない場合には弁棒に取り付けられ

たバネにより，蒸気加減弁は全開状態となる。また，電油変換器内にもバネが

内蔵されており，開度指令信号断の場合，蒸気加減弁の開方向に油圧がかかる

構造となっている。 

したがって，電源喪失時は蒸気加減弁が全開状態となり，蒸気加減弁による

タービン回転数の制御は不可能となる。このため，原子炉隔離時冷却系の現場

手動起動操作では，可搬型回転計にてタービン回転数を確認するとともに，原

子炉隔離時冷却系トリップ／スロットル弁を調整開とすることで，タービン回

転数の調整を行うことが可能である。 



47-1 SA設備基準適合性 一覧表 



47-1-1 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第47条:原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時

に発電用原子炉を冷却するための設備 
常設低圧代替注水系ポンプ 類型化区分

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
その他の建屋内 Ｃ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 淡水だけでなく海水も使用 Ⅱ 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 47-3配置図，47-8 保管場所図，47-10 その他設備 

第
2
号

操作性 中央制御室操作，現場操作 Ａ,Ｂ 

関連資料 47-4 系統図， 47-7 接続図 

第
3
号

試験・検査(検査性，系統構

成・外部入力) 
ポンプ，弁 Ａ,Ｂ 

関連資料 47-5 試験・検査説明資料 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため，切替操作

が必要 
Ａ 

関連資料 47-7 系統図 

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 47-4 系統図 

第
6
号

設置場所 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 47-3 配置図 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 DB施設の系統及び機器の容量が十分 Ｂ 

関連資料 47-6 容量設定根拠 

第
2
号

共用の禁止 (共用しない設備) 対象外 

関連資料 － 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，

外部人為事象，溢水，

火災 

防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 本文 



47-1-2 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

第47条: 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧

時に発電用原子炉を冷却するための設備 
可搬型代替注水大型ポンプ 類型化区分

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力

/屋外の天候/放射線 
屋外 Ｄ 

荷重 (有効に機能を発揮する) ― 

海水 淡水だけでなく海水も使用 Ⅰ 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがな

い) 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 47-3 配置図 

第
2
号

操作性 
設備の運搬・設置 

操作スイッチ操作 
Ｂ 

関連資料 47-4 系統図，47-7 接続図 

第
3
号

試験・検査 

(検査性，系統構成・外部

入力) 

ポンプ,ホース Ａ，Ｆ 

関連資料 47-5 試験及び検査 

第
4
号

切り替え性 (本来の用途として使用)  対象外 

関連資料 47-4 系統図 

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａ 

その他(飛散物) (考慮対象なし) 対象外 

関連資料 47-4 系統図 

第
6
号

設置場所 現場操作 Ａ 

関連資料 47-3 配置図 

第
2
項

第
1
号

可搬SAの容量 原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型設備 Ａ 

関連資料 47-6 容量設定根拠 

第
2
号

可搬SAの接続性 より簡単な接続 Ｃ 

関連資料 47-7 接続図 

第
3
号

異なる複数の接続箇所の確

保 
複数の機能で同時に使用 Ａb 

関連資料 47-3 配置図 

第
4
号

設置場所 (放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定) ― 

関連資料 47-3 配置図 

第
5
号

保管場所 屋外(共通要因の考慮対象設備あり) Ｂａ 

関連資料 47-8 保管場所図 

第
6
号

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 47-9 アクセスルート図 

第
7
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，

外部人為事象，溢水，

火災 

防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋外 Ａｂ 

サポート系要因 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 本文 



47-1-3 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（常設）

第47条:原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に

発電用原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去系（低圧注水系） 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ― 

第
2
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 ― 

第
3
号

試験・検査(検査性，系統構

成・外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 ― 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため， 

切替操作が必要 
Ａ 

関連資料  

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 ＤＢ設備と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料  

第
6
号

設置場所 中央制御室 Ｂ 

関連資料 ― 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 ― 

第
2
号

共用の禁止 （共用しない設備） 対象外 

関連資料 ― 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 本文 



47-1-4 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第47条:原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に

発電用原子炉を冷却するための設備 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 － 

第
2
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第
3
号

試験・検査(検査性，系統構

成・外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため， 

切替操作が必要 
Ａ 

関連資料  

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 ＤＢ設備と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料  

第
6
号

設置場所 中央制御室 Ｂ 

関連資料 － 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第
2
号

共用の禁止 （共用しない設備） 対象外 

関連資料 － 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 本文 



47-1-5 

東海第二発電所 SA 設備基準適合性 一覧表（常設） 

第47条:原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に

発電用原子炉を冷却するための設備 

低圧炉心スプレイ系ポンプ 

（設計基準拡張） 

類型化 

区分 

第
43
条

第
1
項

第
1
号

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
原子炉建屋原子炉棟内 Ｂ 

荷重 (有効に機能を発揮する) － 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

他設備からの影響 
(周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれ

がない) 
－ 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 － 

第
2
号

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 － 

第
3
号

試験・検査(検査性，系統構

成・外部入力) 
ポンプ,弁 Ａ，Ｂ 

関連資料 － 

第
4
号

切り替え性 
本来の用途以外の用途として使用するため， 

切替操作が必要 
Ａ 

関連資料 － 

第
5
号

悪
影
響
防
止

系統設計 ＤＢ設備と同じ系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 － 

第
6
号

設置場所 中央制御室 Ｂ 

関連資料 － 

第
2
項

第
1
号

常設SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の容量で設計） 
Ｂ 

関連資料 － 

第
2
号

共用の禁止 （共用しない設備） 対象外 

関連資料 － 

第
3
号

共
通
要
因
故
障
防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止設備―対象(代替対象ＤＢ設備有り)―屋内 Ａａ 

サポート系要因 対象(サポート系有り)―異なる駆動源又は冷却源 Ｃａ 

関連資料 本文 



47-2 単線結線図 



47-2-1 

第 47-2-1 図 単線結線図（1／3） 



47-2-2 

第 47-2-2 図 単線結線図（2／3） 



47-2-3 

第 47-2-2 図 単線結線図（直流）（3／3）



47-3 配置図 



47-3-1 

第 47-3-1 図 低圧代替注水冷却系（常設）に係る機器配置図 

（常設低圧代替注水系格納槽）  



47-3-2 

第 47-3-2 図 低圧代替注水系（可搬型）に係る機器配置図（例） 

（屋外） 



47-3-3 

第 47-3-3 図 残留熱除去系及び低圧炉心スプレイ系に係る機器配置図 

（原子炉建屋地下２階）
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第 47-3-4 図 低圧代替注水系に係る中央制御室操作盤配置図（原子炉建屋３階） 
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第 47-3-5 図 低圧代替注水系に係る機器（弁）配置図 

（原子炉建屋３階）  
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第 47-3-6 図 低圧代替注水系に係る機器（弁）配置図 

（原子炉建屋４階）  



47-4 系統図 
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第 47-4-1 図 低圧代替注水系（常設）系統概要図  
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第 47-4-2 図 低圧代替注水系（可搬型）系統概要図



47-5 試験及び検査 
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第 47-5-1 図 構造図（常設低圧代替注水系ポンプ） 

ケーシングカバーを取り外すことで，

分解点検が可能である。 
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第 47-5-3 図 運転性能検査系統図 

（可搬型代替注水大型ポンプ）



47-6 容量設定根拠 
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名称 常設低圧代替注水系ポンプ 

容量 m3／h／台 189以上（注1），（約200（注2）） 

全揚程 m 144（注1），（約200（注2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 3.5 

最高使用温度 ℃ 66 

原動機出力 kW／個 190 

機器仕様に関する注記 注1：要求値を示す。 

注2：公称値を示す。 

【設定根拠】 

常設低圧代替注水系ポンプは重大事故等時に以下の機能を有する。 

低圧代替注水系（常設）として使用する常設代替注水系ポンプは，原子炉

冷却材圧力バウンダリが低圧の状態にあって，設計基準事故対処設備が有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するために使用する。 

系統構成は，代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプより，

残留熱除去系配管を経由して，原子炉へ注水することにより炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損を防止する設計とする。 

なお，重大事故等対処設備の低圧代替注水系（常設）として使用する常設

低圧代替注水系ポンプは2個設置する。 
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1.容量 189m３／h／個 

 常設低圧代替注水系ポンプを用いて残留熱除去系配管（Ｃ）から原子炉へ

注入する場合の容量は，炉心の著しい損傷の防止の重大事故シーケンスのう

ち，高圧・低圧注水機能喪失，全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＰ，ＴＢ

Ｕ），崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合，残留熱除去系が喪失

した場合），ＬＯＣＡ時注水機能喪失，インターフェイスシステムＬＯＣＡ

に係る有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において，

原子炉への注水量を常設代替低圧注水ポンプ2個で最大378m３／hとしている

ことから，1個当たり189m３／hとし，公称値を約200m３／hとする。 

また，代替低圧注水系は，格納容器スプレイ冷却系と同時に使用する可能

性があるため，同時使用時に各々の必要流量が確保できることを添付(1)

「格納容器下部注水系と代替格納容器スプレイ冷却の同時使用について」で

示す。 

2.全揚程 144m 

 原子炉に注入する場合の常設低圧代替注水系ポンプの全揚程は，原子炉に

注入する場合の水源と移送先の圧力差，静水頭，機器圧損，配管・及び弁類

圧損を基に144mを確保できるものとし，公称値を約200mとする。 

＜残留熱除去系（Ｃ）配管からの低圧代替注水＞ 

・移送先の圧力が大気圧(378m3／h注入可能な炉圧)の場合 

水源と移送先の圧力差 約  62.9m 

静水頭 約  45.9m 
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配管及び弁類圧損 約  35.0m 

合計 約  143.8m ≒144m 

以上より，原子炉に注入する場合の常設低圧代替注水系ポンプの全揚程は

144mである。 

3.最高使用圧力 3.5MPa[gage] 

 常設低圧代替注水系ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締切運転時の揚程約

337m（約3.24MPa[gage]）に代替淡水貯槽の静水頭約19.2m（約

0.185MPa[gage]）を加えた約3.49MPa[gage]を上回る圧力として

3.5MPa[gage]とする。 

4.最高使用温度 66℃ 

 低圧代替注水系（常設）として使用する常設代替注水系ポンプの最高使用

温度は，水源の代替淡水貯槽の最高使用温度に合わせ66℃としている。 

5.電動機出力 190kW 

 低圧代替注水系（常設）として使用する常設低圧代替注水ポンプの容量

200m３／h，全揚程200mの時の必要軸動力は，下記の式より約163kWとなる。 

kWkW

HQgP

≒

100200600,320080665.9000.110
100600,310

3

3

P : 必要軸動力（kW） 

WP :水動力（kW） 

:流体の密度（kg／m３）=1,000 
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g :重力加速度（m／s２）=9.80665 

Q :ポンプ容量（m３／h）=200

H:ポンプ揚程（m）＝200(図１参照) 

:ポンプ効率（%）＝約 （図１参照）

（参考文献：「ターボポンプ用語」（JIS B 0131-2002）） 

第47-6-1図 常設低圧代替注水ポンプ性能曲線 

 以上より，低圧代替注水ポンプ電動機の必要動力は  kW／個であり，低

圧代替注水系（常設）として使用する常設低圧代替注水ポンプの電動機出力

は，190kW／個とする。 
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名称 可搬型代替注水大型ポンプ 

容量 m3／h／個 110以上（注1）（約1,320（注2）） 

吐出圧力 MPa[gage] 1.28以上（注1）（約1.40（注2）） 

最高使用圧力 MPa[gage] 1.4 

最高使用温度 ℃ 60 

原動機出力 kW／個 847 

機器仕様に関する注記 
注１：要求値を示す。 

注２：エンジン最大回転数における

値を示す。 

【設定根拠】 

可搬型代替注水大型ポンプは，重大事故等時に以下の機能を有する。 

可搬型代替注水大型ポンプは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態

にあって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失し

た場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めに設置する。 

可搬型代替注水大型ポンプは，淡水貯水池等を水源として原子炉建屋周囲

に設置されている複数の接続口に接続し，低圧炉心スプレイ系配管又は残留

熱除去系配管等を経由して原子炉へ注入することにより炉心の著しい破損を

防止する設計とする。 

可搬型代替注水大型ポンプは，重大事故等時において注水等に必要な容量

を有するものを1個と水の移送に必要な容量を有するものを1個と同時に使用

するために1セット2個使用する。保有数は2セットで4個と，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用として2個の合計6個を保管する。 
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1.容量 

 可搬型代替注水大型ポンプを用いて低圧炉心スプレイ系配管又は残留熱除

去系配管から原子炉へ注水する場合の容量は，炉心の著しい損傷の防止の重

要事故シーケンスのうち，全交流動力電源喪失（長期TB）に係る有効性評価

解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において，原子炉への注水量

を可搬型代替注水大型ポンプ1個で最大110m３／hとしていることから，エン

ジン最大回転数時の値を1個当たり約1,320m３／hとする。 

2.吐出圧力 

 原子炉に低圧注水する場合の可搬型代替注水大型ポンプの吐出圧力は，淡

水又は海水を原子炉に注入する場合の，水源と移送先の圧力差，静水頭，ホ

ースの圧損，配管及び弁類圧損を基に設定する。 

＜残留熱除去系配管からの低圧代替注水＞ 

・低圧注水系（東側接続口）の場合 

         水源と移送先の圧力差 約 0.604MPa[gage] 

静水頭 約 0.265MPa[gage] 

ホース圧損 0.052MPa[gage] 

配管及び弁類圧損 約 0.357MPa[gage]

合計 約 1.278MPa[gage] 

≒ 1.28MPa[gage]

可搬搬型代替注水大型ポンプの吐出圧力の公称値は，エンジン最大回転数

時の容量である約1,320m３／hにおける吐出圧力である約1.40MPa[gage]とす

る。 
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3.最高使用圧力 1.4MPa[gage] 

 可搬型代替注水大型ポンプの供給ラインを考慮し，吐出圧力を制限してい

ることから1.4MPa[gage]とする。 

4.最高使用温度 60℃ 

 可搬型代替注水大型ポンプの最高使用温度は，供給ラインを考慮し接続す

るホースの最高使用温度である60℃とする。 

5.原動機出力 847kW／台 

 低圧代替注水系（可搬型）として使用する可搬型代替注水ポンプの原動機

出力については，メーカー設計値である847kWとする。 

6.可搬型代替注水大型ポンプの性能曲線 

可搬型代替注水大型ポンプの性能曲線を以下に示す。 

第47-6-2図 可搬型代替注水大型ポンプ性能曲線 
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添付(1) 

常設代替低圧注水ポンプの同時注水について 

常設代替低圧注水ポンプを使用した注水系は，複数の注水先を有している

が，以下のとおり想定する同時注水の組み合わせでも，各注水先への必要流量

が確保できるよう設計する。 

想定する同時注水の組み合わせについては，重大事故等の緩和が可能である

ことを有効性評価で示している。 

①原子炉への注水と格納容器スプレイ 

設計基準事故対処設備による原子炉への注水，格納容器からの除熱機能が

喪失した場合には，低圧代替注水系（常設）による原子炉への注水と代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレイを同時に実施するこ

ととなる。この組み合わせにおける最大流量は，大破断 LOCA が発生し非常

用炉心冷却設備からの注水に失敗した場合で，原子炉への注水 230m３／h，

格納容器スプレイ 130m３／h である。 

②原子炉への注水とペデスタル（ドライウェル部）への注水 

大破断 LOCA 等が発生し，設計基準事故対処設備による原子炉への注水機

能が喪失した場合には，炉心損傷に至るおそれがある。この場合①の組み合

わせで重大事故の緩和を図るが，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器内雰囲気を冷却に成功した後は，格納容器スプレイを停止し，原

子炉への注水と格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェ

ル部）への注水を同時に実施することとなる。この場合の最大流量の組み合

わせは，原子炉注水が崩壊熱相当の注水流量，ペデスタル（ドライウェル

部）注水 100m３／h である。 
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③格納容器スプレイとペデスタル（ドライウェル部）への注水 

原子炉への注水に失敗し，原子炉圧力容器が破損する場合，代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレイと格納容器下部注水系（常

設）によるペデスタル（ドライウェル部）への注水を同時に実施することと

なる。この場合の最大流量の組み合わせは，格納容器スプレイ 300m３／h，

ペデスタル（ドライウェル部）注水 80m３／h である。 

④その他注水先の組み合わせ 

その他の組み合わせとして，格納容器頂部又は使用済燃料貯蔵プールへの

注水も同時に行うことも考えられるが，これら注水先へは，間欠的に注水を

行い一定量の水位を維持することになるため，必要注水量は少なく，①，②

及び③の最大流量の注水等を実施した後，注水量を崩壊熱相当に低下させた

以降などのタイミングで同時注水を行うことを設計の想定としている。 

なお，可搬型代替注水大型ポンプを使用した注水系についても，複数個所へ

の注水先を有しているが，以下のとおり想定する同時注水の組み合わせでも，

必要流量が確保できるよう設計する。 

想定する同時注水の組み合わせについては，重大事故等の緩和が可能である

ことを有効性評価で示している。 

①原子炉への注水と格納容器スプレイ 

全交流動力電源喪失時には，低圧代替注水系（可搬型）による原子炉への注水

と，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器スプレイを同時に

実施することとなる。この場合の流量の組み合わせは，原子炉注水が崩壊熱相

当の流量（50m３／h 以下），格納容器スプレイ 130m３／h である。 



47-7 接続図 
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第 47-7-1 図 接続図（淡水貯水池から接続口）
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第47-7-2図 接続図（代替淡水貯槽から接続口）



47-8 保管場所図 
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第 47-8-1 図 保管場所図（位置的分散）
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第 47-8-2 図 保管場所図（機器配置）



47-9 アクセスルート図 
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第 47-9-1 図 保管場所およびアクセスルート図 
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第 47-9-2 図 保管場所及びアクセスルート図 
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第 47-9-3 図 保管場所～代替淡水貯槽～接続口までのアクセスルート図 
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第 47-9-4 図 保管場所～淡水貯水池～接続口までのアクセスルート図 



47-10 その他設備 
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 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための自主対

策設備として，以下を整備する。 

①代替循環冷却系による炉心損傷前の原子炉への注水 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水系及び原子炉停止時冷

却系）及び低圧炉心スプレイ系が有する原子炉の冷却機能が喪失した場合にお

いても，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，炉心損

傷前の原子炉への注水が可能となるよう，自主対策設備として代替循環冷却系

を設ける。 

 本系統は，サプレッション・プールを水源とし，原子炉建屋原子炉棟に設置

された代替循環冷却系ポンプを用い，残留熱除去系熱交換器で冷却されたサプ

レッション・プール水を原子炉圧力容器に注水する設計とする。 

 残留熱除去系熱交換器の冷却用海水は，緊急用海水ポンプ又は残留熱除去系

海水ポンプにより送水するものとし，緊急用海水ポンプは，水源である海か

ら，非常用取水設備であるＳＡ用海水ピット取水塔，海水引込み管及びＳＡ用

海水ピットを通じて引き込む海水を使用する設計とする。残留熱除去系海水ポ

ンプは，水源である海から，取水路を通じて海水を取水するものとし，津波時

の引き波を考慮し貯留堰を設ける。 

上記主要設備については，技術的能力審査基準への適合のため，溶融炉心が

原子炉圧力容器内に残存する場合の対応設備として整備する代替循環冷却系と

同じ設計とする。
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第 47-10-1 図 代替循環冷却系 系統概要図
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②消火系を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水系及び原子炉停

止時冷却系）及び低圧炉心スプレイ系が機能喪失し，残留熱除去系注入

ライン（Ａ），（Ｃ）又は低圧炉心スプレイ系注入ラインの機能が喪失

した場合においても低圧注水可能とするために，自主対策設備として消

火系及び残留熱除去系（Ｂ）配管を用いた原子炉注水手段を整備してい

る。 

消火系を用いた原子炉注水手段については，ディーゼル駆動消火ポ

ンプ又は電動駆動消火ポンプを用い，残留熱除去系（低圧注水系及び原

子炉停止時冷却系）及び低圧炉心スプレイ系，並びに低圧代替注水系

（常設）及び低圧代替注水系（可搬型）とは異なる淡水タンク（ろ過水

タンク及び多目的タンク）を水源とし，消火系及び残留熱除去系（Ｂ）

を通じて原子炉圧力容器へ注水する。 

第 47-10-2 図 消火系による原子炉注水手順の概要図 

FPCより

MO

MO

MO

AO

AO

AO
AO

M
O

M
O

M
O

MO

M
O M
O

M
O

MO

MO

M
O

M
O

MO

MO

MO

MO

MO

MOMO
MOMO

MO

M
O

AO

AO

M
O

(A) (B) (D)

(A) (B)(C)

(C)

残留熱除去系
ポンプ

残留熱除去系海水系
(RHRS)ポンプ

原子炉隔離時
冷却系より

RHRSRHRS RHRS

M
O

MOAO

MO

※2 ※3

※3

※2

※1
可燃性ｶﾞｽ濃度
制御系(FCS)(B)へ

※1

燃料ﾌﾟｰﾙ冷却
浄化系(FPC)へ

M
O

MO

M
O

M
O

LPCS
レグシールより

RHR
レグシールより

可燃性ｶﾞｽ濃度
制御系(FCS)(A)へ

MOMO

ろ過水貯蔵タンク

他系統へ

多目的タンク

復水貯蔵タンク

    ：流路 



47-10-4 

③補給水系を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系ポンプ（低圧注水系及び原

子炉停止時冷却系）及び低圧炉心スプレイ系が喪失し，残留熱除去系注

入ライン（Ａ），（Ｃ）又は低圧炉心スプレイ系注入ラインの機能が喪

失した場合においても低圧注水可能とするために，自主対策設備として

復水移送ポンプ及び消火系配管及び残留熱除去系（Ｂ）配管を用いた原

子炉注水手段を整備している。 

補給水系を用いた原子炉注水手段については，復水移送ポンプを用い，

残留熱除去系（低圧注水系及び原子炉停止時冷却系），並びに低圧代替

注水系（常設）及び低圧代替注水系（可搬型）とは異なる復水貯蔵タン

クを水源として，補給水系，消火系及び残留熱除去系を通じて原子炉圧

力容器へ注水する。 
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第 47-10-3 図 補給水系による原子炉注水手順の概要図 
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